様式第１号（第５条関係）
令和　　年　　月　　日　
尼崎市長　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　団体名等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
物価高騰に伴う子どもの居場所支援米交付申請書
　物価高騰に伴う子どもの居場所支援米について、物価高騰に伴う子どもの居場所支援米交付要綱第５条の規定により、次の通り申請します。

１　交付申請数量（□欄のいずれかにチェックをいれてください。）
□米20kg　　【対象】子どもへの食事を1月あたり100食以上、又は
子どもへの食材等を1月あたり10世帯以上準備

□米10kg　　【対象】子どもへの食事を1月あたり10食以上、又は
子どもへの食材等を1月あたり5世帯以上準備
２　添付資料　　
　⑴　事業計画書（様式第２号）
⑵　団体構成員（スタッフ）名簿（様式第３号又は任意の様式）
⑶　食品関係の営業届出制度に基づく営業届の写し又は営業許可証の写し（直営で１回２０食程度以上の食事を提供する子ども食堂及び子どもの居場所のみ）

誓約事項

当支援米の申請にあたり、尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号。以下「条例」という。）を遵守し、暴力団を利することとならないよう措置を講じて暴力団排除に協力するため下記のとおり誓約します。
１　暴力団(条例第２条第２号に規定する暴力団をいう。)、暴力団員（条例第２条第３号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団密接関係者（同条第４号に規定する暴力団密接関係者をいう。）に該当しないこと。

２　１の該当の有無を確認するため、尼崎市から役員等名簿等その他の必要な情報の提供を求められたときは、速やかに提出すること。

３　本誓約書の写し及び２の情報を所轄の警察署長（以下「警察署長」という。）に提供すること、尼崎市が警察署長に１に関して意見照会すること並びに警察署長から得た情報について、尼崎市が他の業務において暴力団等を排除するために利用し、又は他の実施機関（本市の議会、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会、公営企業管理者及び消防長並びに地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２４４条の２第３項の規定に基づき本市の公の施設の管理を行わせる指定管理者をいう。）に提出するのに同意すること。　　　　　　　　　　　　　　　（以　上）
